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１．公立化の主な動き 

 公立化した大学を年代順にあげれば、2009年に高知工科大学、2010年に名桜大学と静岡

文化芸術大学、2012年に公立鳥取環境大学と長岡造形大学、2016年に山陽小野田市立東京

理科大学と福知山公立大学となる。長野大学と諏訪東京理科大学は2018年に公立化を予定

し、旭川大学と新潟産業大学などは公立化を検討中である。公立化の対象は、公設民営大

学および公私協力方式の大学、すなわち地方公共団体が設置経費もしくは運営費を支出し

てきた私立大学であり、純粋な私立大学の公立化は総務省が認めていない。 

一般に大学誘致の際、国立大学の新設は困難であり、公立大学には「１県１大学」の原

則があって２つめは設置できなかった。私立大学は学生募集の観点から都市部を選好する

ため、地方地域への誘致には一定の地元負担をともなった。こうした事情から公設民営・

公私協力方式の大学の多くは中小規模で、背景地域の人口が少ない、もしくは人口減少が

続く地域に立地し、設立後は定員割れが続き、学生確保に苦しんでいた。 

 

２．公設民営大学などの背景 

 (1)大学の地方分散政策 

 1960年前後から70年代にかけて、工場３法（工場等制限法、工業再配置促進法、工場立

地法）による大都市圏の過密対策が進められた。これらの法律は、首都圏などの都市部に

おける人口・産業の過度な集中の防止を目的とし、人口等の集中をまねく施設の都市部へ

の新増設を制限し、都市部からの移転を促進するものであるが、大学もその対象となった。

1980年代ないし90年代以降、工場の海外移転、環境技術の進歩などによって立地の規制は

緩和され、工場等制限法は2002年に、工業再配置促進法は2006年に廃止された。 

 1980年に国土庁（現在の国土交通省）は、大学・短期大学などの高等教育機関の立地を

円滑にし、その適正配置を促進するため、国土計画局大都市圏計画課に「学園計画地ライ

ブラリー」を設置して、大学等にキャンパスの候補地を紹介する業務を開始した。この業

務はいったん休止したのち、2003年には機能充実をはかり、地域と大学等がそれぞれの資

源や機能をもちいて多面的・広域的に連携するきっかけをつくり、地域の活性化に資する

ことを目的とする「地域－大学の交流・連携支援ライブラリー」として運用を再開し、そ

の情報提供手段としてホームページを開設したが、その後に廃止された。 



 

 (2)大学の地方分散政策の評価 

 大学の地方分散政策の評価について、島（1996）は1976～93年を対象として大学の収容

率と志願率の地域間格差を分析し、1976～86年には地域間格差が縮小したが、大学立地政

策の規制緩和期（1986～93年）には政策の効果がみられないとした。末富（2008）は1955

～2005年を対象に東京都の学部学生数を10年ごとに分析し、全国の学部学生数に対する東

京都の割合が1985～95年に低下したことから、この時期には大学立地政策による規制の効

果があるとした。また、東京都の割合は1995～2005年にも低下したことから、工場等制限

法の廃止（2002年）は地域間格差の拡大をもたらしていないとした。上山（2011）は、1990

年代以降に大学進学率の地域間格差が拡大したことから、1993～2002年になされた特定地

域における新増設の制限は、地域間格差の拡大を緩和していたとした。 

 

 (3)高知工科大学の事例 

 高知工科大学は、公設民営方式で1997年に設立された大学である。岡村（2007）によれ

ば、県立大学とせずに私立大学とした主な理由は、法人格を持つことと教員が非公務員で

あることの２点である。これらは2004年度以降の法人化によってすべての国公立大学に普

及し、公設民営大学の利点はほとんどなくなった。創設当時に公立大学法人の制度が存在

していれば、それを採用したと思われる。 

 私学である高知工科大学と高知県の間に公式の関係はなく、この大学を設置した高知県

知事が理事長であり、設置にかかわった教員が在籍するという人的つながりによって両者

の密接な関係が保たれていた。将来的に両者は、人的な関係から公的に保証される関係に

移行することが期待されていた。一方、私立大学の主な収入が学生納付金であるため、県

立大学の２倍の経済的負担を学生に強いている。当時の経済状態と、自らの身を削っても

子供に尽くす親の気持ちがあるので、大学の大きな欠点にはならないと思われた。しかし、

地域の経済事情は徐々に悪化し、親自身の将来の年金に対する不安もあって、この欠点が

地方住民にとって厳しいものとなってきた。 

 

３．訪問調査と結果の概要 

 これまでに５大学、すなわち、高知工科大学（高知県）、長岡科学技術大学（新潟県）、

公立鳥取環境大学（鳥取県）、名桜大学（沖縄県）、福知山公立大学（京都府）の訪問調査

を行った。調査対象は各大学の教職員であるが、大学をとりまく関係者として、周辺高校

の進路指導部、地元の産業関係者、設置主体である自治体関係者を可能なかぎり調査対象

に含めた。結果の概要は以下のようである。 

 

 (1)公立化後の状況 

 公立化は設置者変更の手続きであり、教育課程の見直し・変更（改組転換）をともなわ



ないことが原則である。財政的には、国からの収入が、私学助成から地方交付税による運

営費交付金に移行し、より高額となった。地元自治体の負担を要しない事例が多かったが、

自治体が大幅な補填を行っている例外的な大学もあった。学費は、ほぼ半減した。支出は、

教職員給与が公務員並みに低下することもあった。運営は、従来のプロパー職員が主に担

当していた。地方交付税の使途は自治体の裁量にゆだねられるため、自治体の姿勢によっ

て公立大学への支給率には違いがあった。大学は予算編成の自由度が高まった。 

 学費の低額化は学生募集に即効性があり、公立大学としての威信と、受験情報が「国公

立」として扱われる影響もあり、いずれの大学も受験生が急増して入試の偏差値は上昇し、

全国から受験者が集まる大学もあった。入学者も県外からの者が大幅に増加した。 

 

 (2)地元高校の反応 

 公立化によって、地元からの入学者は減少した。偏差値の上昇によって、中堅校からの

入学者は横ばいで、下位校からは合格できなくなった。入学者選抜に地元枠を設定してい

る大学が多かった。公設民営・公私協力方式の趣旨として地域社会の進学機会の拡大がう

たわれていたが、公立化によって消滅した。 

 

 (3)地元産業・地方創生への貢献 

 学生は入学と卒業によって常に入れ替わるが、他地域から流入した学生の数だけ、地元

の人口が増加する。こうした学生は、住居費や生活費などの支出によって地元の経済に貢

献している。人口増は、地方交付税の加算要因ともなって自治体の財政をうるおしている。

学生すなわち若者による地域の活性化も期待されていた。とくに、公立化によって学生の

質が向上し、地域活動に積極的に参加する姿が好意的に受け止められている。他地域から

の刺激・視点（外部者の眼）も歓迎されている。 

 一方、他地域から流入した学生は、卒業時にはほとんどが転出して、地域創生人材には

なっていない。設置した学部・学科を地域産業の創出につないだ長岡などの例もあるが、

特色ある学部・学科とそれを意識的に活用・育成していく戦略性が必要条件となる。「若者

の力」の戦略的な活用策が確立している例は多くなく、地域産業が衰退している地域では、

地域創生の効果は大きいとはいえない。 

 

 (4)地方にとっての大学 

 公設民営・公私協力方式による私学の誘致は、地元に大学がないことへの危機感によっ

て推進された。しかし、設置された私立大学は、地元高校生の国公立志向や学部学科選択

とは必ずしも一致せず、地元からの進学先となる思惑が外れることもあった。公立化の効

果は、経費の負担問題と公立大学という威信（官尊民卑）に帰着する。公設民営・公私協

力方式による設置経費は地方税によって負担されたが、公立大学法人化によって維持費は

地方交付税（国税）が支えることになり、いわば公設民営大学から公設国営（総務省営）



大学へ移行したともいえる。 

 

４．まとめ 

 以上の調査結果を、課題としてまとめれば次のようになろう。 

 (1)公立化問題が問いかける課題 

  

・公立大学でなければ大学が存立し得ない地域にとっての大学：これからも市場原理が問

題をすべて解決するのか。 

・大都市圏の公立大学の存在意義：何のための公立大学か、どのような学部が必要か。 

・地域社会にとって大学が果たすべき機能と役割：流動人口の持つ意味と重み。地方にお

ける大学の消滅と公立化のジレンマ。 

・高等教育費は誰が負担すべきか：その理由と方式。総務省は地方交付税の単価を14％ほ

ど切り下げる予定と聞く。その後はどのように変化するのか。一律に無償化すれば良いの

か。傾斜配分を行うとしてその原理は何か。家計所得か、特定分野か、地域的配分か。 

・公立大学の自由度をどう評価するか：公立化によって大学の自律性と自由度は高まった。

公立化後の学部・学科構成は地方交付税の配分単価によって影響され、高等教育計画が不

在のまま分野別の新増設が進行している。 

 

 (2)公立化からみえる高等教育戦略計画の欠如 

・公立化は高等教育費の負担構造の問題に、「官公」尊民卑の風土が加味されている。 

・設置分野ごとの格差構造は何を意味するのか。公立大学は、地方交付税の単価が高い看

護などの分野に集中するが、それが地方創生に貢献する分野であるのか不明である。政府

としての統一的な高等教育計画が欠如しているのではないか。 

・人材育成計画なき高等教育政策がなされている。情報セキュリティ人材の不足に代表さ

れる新領域への対応は、新自由主義的な発想で解決可能なのか。今後10～20年のうちに、

国民の半数が職種転換を余儀なくされるという予測がある。社会人の学び直しが大量に発

生したとき、どう対処するのか。私立大学が退場したあとの地域で、学び直しの機会をい

かに創り出すのか。 

・国公立と私立の可視化されていない格差構造をいかに解消していくのか。地方交付税の

単価を切り下げた後はどうなるのか。公立大学の授業料の値上げか。そもそも、公立大学

の授業料が一律なのはなぜか。地方税の負担を増やすのか。第３の収入の道はあるのか。 
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